
鴨川市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係るアクションプラン平成29年度実績及び平成30年度計画

（アクションプラン） （平成29年度実績） （平成30年度計画） 　　　　（平成30年８月１日現在）

基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

　
○企業立地奨励措置適
用対象企業の指定

→ → → →

○企業立地奨励金、雇
用促進奨励金の交付

→ → → →

○企業立地促進審議会
の開催外

→ → → →

○里山オフィスの整備
○里山オフィスの運営・
管理

→

○医療・福祉分野におけ
→ → → ・誘致企業等数 商工観光課

・企業立地促進条例に基づく企業
立地奨励措置指定企業の指定 -

1件 2件
・企業立地促進条例に基づく企業
立地奨励措置指定企業の指定 0

1件 3件

活動指標等 担当課等 備　考

ア　企業立地等の促進

・立地企業及び事
業所の増加・拡充
件数

商工観光課

（１）しごとづくり　～　鴨川市での安定した雇用を創出する

①　地域の強みを活かした“しごと”づくりと、充実した労働環境の創出

平成29年実績 平成30年度計画

・市内の立地環境に関する情報提
供等（随時）
・市ホームページへの記事掲載
・企業立地促進条例に基づく企業
立地奨励措置指定企業の指定
　2件
・企業立地促進条例に基づく奨励
措置
　企業立地奨励金　3件
　雇用促進奨励金　2件

6,323 2件 5件

・市内の立地環境に関する情報提
供等（随時）
・市ホームページへの記事掲載
・企業立地促進条例に基づく企業
立地奨励措置指定企業の指定
　1件
・企業立地促進条例に基づく奨励
措置
　企業立地奨励金　3件
　雇用促進奨励金　2件

5,024 1件 6件

資料２

○医療・福祉分野におけ
る多様な企業等の誘致

→ → → ・誘致企業等数 商工観光課 立地奨励措置指定企業の指定
　医療・福祉分野１件（上記内数）

-
1件

（上記内数）
2件

（上記内数）
立地奨励措置指定企業の指定
　医療・福祉分野１件（上記内数）

0
1件

（上記内数）
3件

（上記内数）

○地域密着型サービス
施設整備に対する支援

○地域支え合い施設の
整備

・地域密着型サー
ビス施設・設備新
規整備数

健康推進課、
福祉課

○国保病院のあり方の
検討

○医療機器の整備 → → →

○新病院の建設
（基本設計　）

（実施設計、建設工事） →

○中小企業資金融資利
子補給事業

→ → → →

○中小企業資金融資保
証料補給事業

→ → → →

○小企業等経営改善資
金利子補給事業

→ → → →

○鴨川市ふるさとハロー
ワークの運営

→ → → →

○ハローワーク館山及
び安房２市１町との連携
による就職相談会の開
催

○若年者層を対象とする

264名 1,310名

- -

・中小企業資金融資利子補給事業
・中小企業資金融資保証料補給事
業
・小企業等経営改善資金利子補給
事業

12,198 - -

エ　雇用対策の強化

・ふるさとハロー
ワークの紹介によ
る就職者数

商工観光課
ふるさとハローワークによる職業相
談・職業紹介

1,324 264名 1,046名
ふるさとハローワークによる職業相
談・職業紹介

1,541

7件 21件
病院事業会
計

・医療機器整備の実施等
・実施設計、建設工事

492,612 11件 32件
病院事業会
計

ウ　中小企業等の経営支援及び
起業環境の整備

― 商工観光課

・中小企業資金融資利子補給事業
104件
・中小企業資金融資保証料補給事
業　　90件
・小企業等経営改善資金利子補給
事業　　217件

12,622

・医療機器整備の実施等
・新病院の建設（基本設計）

50,404

イ　医療・福祉関連施設整備の促
進

・病院のあり方検
討の結果に基づく
施設整備等

国保病院、
財政課、
健康推進課

病院事業会
計

○若年者層を対象とする
雇用情報の提供や就職
相談会の開催

→ → →

○市内大学及び高校と
の連携による新卒者の
地元就職への支援

→ → →

ア　農商工連携の促進
○農商工連携に取り組
む団体（市内企業・農漁
業者等）への支援

→ → → →
・農商工連携等に
より開発された商
品数

農林水産課
商工観光課

・鴨川七里を使った料理コンテスト
の開催

- 6件 6件
・鴨川七里を使った料理コンテスト
の開催

- 6件 12件

○各生産団体への農産
物販売促進事業補助金
の交付

→ → → →

○６次産業化を目指す
農業者の第２次、第３次
産業との連携支援等

→ → →

○水産物を利用した高
付加価値化とブランド化
に向けた販売促進事業
に対する補助金の交付

→
○新たな水産物のブラン
ド化に向けた取組の検
討・実施等

→ →
・ブランド表示ピン
の年間作成枚数

農林水産課 水産物のブランド化の検討 - 0枚 160,000枚 水産物のブランド化の検討 - 0枚 160,000枚

●総合交流ターミナル機能拡充事
業

②　農商工連携等による農林水産業の振興と後継者の確保

1件 1件

・各生産団体への補助
　JA安房鴨川地区専門部会13団
体
　鴨川温室メロン組合
　鴨川七里を育てる会
　鴨川レモン研究会
・食味向上試験研究費補助
　鴨川水稲研究会

1,277 1件 2件
・ブランド農産物の
新規開発件数

農林水産課

・各生産団体への補助
　JA安房鴨川地区専門部会14団
体
　鴨川温室メロン組合
　鴨川七里を育てる会
　鴨川レモン研究会
・土壌改良剤購入費補助
　鴨川ビニールハウス研究会
　鴨川苺組合、花卉共選協議会
・食味向上試験研究費補助
　鴨川水稲研究会

2,587

・若年者等を対象
とした就職相談会
等の開催回数

商工観光課
若年者（高校生）を対象とする面接
セミナーの開催（ジョブカフェちば
及び３市１町共催）

- 3回 4回
若年者（高校生）を対象とする面接
セミナーの開催（ジョブカフェちば
及び３市１町共催）

0 3回 7回

○みんなみの里施設修
繕、公衆無線ＬＡＮの整
備

○みんなみの里のグラ
ンドデザインの再構築と
施設整備

（開発工房の増築、既存
施設の模様替え、屋外
交流サロンの増築）

（地域グランドデザイン
の再構築、大賀ハスの
里の整備・改修等）

→

業
（ハード）
・施設改修
　開発工房の増築
　既存施設の模様替え
　屋外交流サロンの増築
　上記の工事費（繰越）　178,632千
円
　設計監理業務（繰越）　14,904千
円
　地質調査業務（繰越）　540千円
　備品購入（繰越）　615千円
　備品購入　1,080千円
・施設修繕
　浄化槽改修　497千円
　仮設店舗設置（工事費含む）
1,560千円
・厨房設備清掃業務　579千円
・廃棄物等処分業務　2,492千円
・隣接地測量業務　1,123千円

202,022

●総合交流ターミナル機能拡充事
業
（ハード）
・施設修繕　1,002千円
　浄化槽修繕ほか
・隣接地駐車場整備　1,000千円
・大賀ハスの里の整備改修　2,500
千円

4,502

○援農等の農業者との
新たな関係性の検討・構
築

（農産物一次加工手順
指導及び衛生指導、６次
産業化支援、安心安全
な農産物集荷、特別栽
培等農産物認証取得に
向けた個別指導等、帰
農者セミナー強化、生鮮
品等物流効率化実証
等）

→ →

（ソフト）
・加工関連支援業務　994千円
・６次産業化支援業務　999千円
・安心安全な農産物の集荷システ
ム構築業務　2,997千円

4,990

（ソフト）
・加工関連支援業務　1,000千円
・６次産業化支援業務　1,000千円
・グランドデザイン基本設計業務
10,000千円

12,000

イ　農林水産物の高付加価値化
と販売促進

・みんなみの里の
新たなグランドデ
ザインの検討結果
に基づく施設整備
・みんなみの里の
年間入込客数

農林水産課

・みんなみの里の
年間入込客数
197,838人
(前年度比22%減)

・地方創生拠点
整備交付金事業
の採択を受け、
機能拡充事業を
実施

・みんなみの里の
年間入込客数
708,632人

・みんなみの里の
年間入込客数
286,000人
(前年度比44%増)

・みんなみの里の
年間入込客数
994,632人

等）

1



基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○オーシャンパークの浄
化槽機器改修、公衆無
線ＬＡＮの整備

○オーシャンパークの既
存設備の修繕・メンテナ
ンス

→ → →

○施設の老朽化と一次
産業等との連携を踏まえ
た更なる利活用方策の
検討

→ → →

ウ　耕畜連携の促進

○畜産農家によるＷＣＳ
（ホールクロップサイレー
ジ）用稲や飼料用米等の
自給飼料生産への取組
に対する助成

→ → → →
・稲ＷＣＳ及び飼
料用米の年間耕
作面積

農林水産課 　
・鴨川WCS生産組合の稲WCS専用
収穫機械の整備に伴うリース料補
助

740

稲WCS　342,624
㎡

飼料用米42,794
㎡

稲WCS　906,986
㎡

飼料用米179,987
㎡

・鴨川WCS生産組合の稲WCS専用
収穫機械の整備に伴うリース料補
助

740 400,000㎡ 1,486,973
H30年産米で
の取組面積

○認定新規就農者の認
定

→ → →

○青年就農給付金（農
業次世代人材投資資
金）の支給

→ → →

○千葉県との連携による
漁業就業相談会の開催

→ → → →
・漁業就業相談会
の開催回数

農林水産課
・千葉県館山水産事務所主催によ
る漁業就業相談会について、広報
誌を通じ周知

－ 1回 3回
・千葉県館山水産事務所主催によ
る漁業就業相談会について、広報
誌を通じ周知

0 1回 4回

○新たな就漁希望者へ
の住居の斡旋や移住支 → → → → ・新規就漁者数 農林水産課

・移住に関する相談窓口等での周
知

－ 0人 0人
・移住に関する相談窓口等での周
知

- 1人 1人

3人 6人
・青年新規就農者を認定新規就農
者として認定し、営農開始時の所
得確保及び経営安定を支援する。

4500 3人 9 人

351,417人 1,098,838人

・オーシャンパークの施設改修
・エレベーター及び小荷物昇降機
修繕
・エアコン修繕

1,300 504,000人 1,602,838人

エ　後継者の育成・確保

・認定新規就農者
数

農林水産課
・青年新規就農者を認定新規就農
者として認定し、営農開始時の所
得確保及び経営安定を支援する。

4500

・オーシャンパークの施設改修
・浄化槽原水ポンプ着脱装置用ガ
イドパイプ交換及び細目スクリーン
交換修繕
・柱上開閉器及び高圧ケーブル改
修
・冷凍ショーケース修繕

1,709
・オーシャンパーク
の年間入込人数

商工観光課

援等の周知
知 知

○野生の猿・鹿・イノシ
シ・キョンの捕獲及び駆
除

→ → → → ・捕獲駆除頭数 農林水産課
・鴨川市有害鳥獣対策協議会へ捕
獲駆除を委託

52,723

サル　273頭
シカ　1,452頭

イノシシ　1,542頭
キョン　1,194頭

計　4,461頭

サル　1,017頭
シカ　4,034頭

イノシシ　6,319頭
キョン　3,311頭
計　14,681頭

・鴨川市有害鳥獣対策協議会へ捕
獲駆除を委託

25,000

サル　300頭
シカ　800頭

イノシシ　1,500頭
キョン　300頭
計　2,900頭

サル　1,317頭
シカ　4,834頭

イノシシ　7,819頭
キョン　3,611頭
計　17,581頭

○防護柵の設置支援 → → → →

○大型獣用箱わなの設
置支援

→ → → →

○捕獲駆除した有害鳥
獣の新たな地域資源とし
ての活用（ジビエの提供
に向けた流通体系の整
備等）

→
・捕獲駆除した有
害鳥獣のジビエと
しての利用率

○期成同盟会等を通じ
た要望活動の実施

→ → → →
・国・県に対する要
望活動の年間実
施回数

都市建設課

③　交通アクセスの整備

農林水産課

・有害獣防護柵設置事業補助金
　防護柵設置延長　1,350ｍ
・鳥獣被害防止総合対策交付金
　防護柵設置延長　1,100ｍ
　箱わな購入　16基

4,924 2,450ｍ 13,776ｍ

・有害獣防護柵設置事業補助金
　防護柵設置延長　3,300ｍ
・鳥獣被害防止総合対策交付金
　防護柵設置延長　5,300ｍ
　箱わな購入　20基
・野生動物有効活用補助金
・野生動物有効活用補助金

14,848

オ　有害鳥獣対策の強化
・防護柵の設置延
長

8,800ｍ 22,576m

た要望活動の実施
施回数

（地域高規格道路「館
山・鴨川道路」整備促進
期成同盟会設立）

○市道貝渚大里線の整
備

→ → → →

（仮橋・橋梁下部工事
外）

（橋梁下部・上部工事
外）

（交差点改良工事外） （道路改良工事）

○市道和田改田線の整
備
（測量、用地取得、道路
改良工事）

→

○鉄道事業者に対する
ダイヤ改正及び施設整
備に関する要望活動の
実施

→ → → →
・鉄道事業者に対
する要望活動の実
施回数

企画政策課

・千葉県ＪＲ線複線化等促進期成
同盟を通じ、鉄道事業者に対して
ダイヤ改正及び施設整備に関する
要望を実施

6 １回 ５回
・鉄道事業者に対するダイヤ改正
及び施設整備に関する要望活動
の実施

6 １回 ６回

○高速バス事業者に対
する運行ダイヤ・運行路
線等の利便性の確保に
関する要望活動の実施

→ → → →

94% 94%
総事業費は
H33までを対
象

ウ　鉄道及び高速バスの利便性
向上の促進

・高速バス事業者
に対する要望活動 企画政策課

・みんなみの里と首都圏を結ぶ新
たな高速バス等の運行に向けた検 - ０回 ３回

・高速バス事業者に対する運行ダ
イヤ・運行路線等の利便性の確保
に関する要望活動の実施

5,000 １回 ４回

15回 55回

イ　幹線市道の整備

・貝渚大里線整備
事業の総工事費
を基準とした進捗
率

都市建設課

○市道貝渚大里線
用地測量、施工監理業務
交差点改良工事(道路改良工)
（貝渚橋・旧橋撤去）
土地借上料
※繰越分
設計積算、施工監理業務
交差点改良工事(貝渚橋・上部工)
○市道和田改田線
用地測量、用地買収、登記委託
改良工事
※道路詳細設計（H30繰越）

255,607 77% 77%
総事業費は
H33までを対
象

○市道貝渚大里線
用地測量、施工監理業務
交差点改良工事(道路改良工)
（貝渚橋・旧橋撤去）
土地借上料
※繰越分
設計積算、施工監理業務
交差点改良工事(貝渚橋・上部工)
○市道和田改田線
用地測量、用地買収、登記委託
改良工事
※繰越分　道路詳細設計

312,105

ア　国・県道の整備促進
期成同盟会等を通じた要望活動の
実施

452 15回 40回
期成同盟会等を通じた要望活動の
実施

485

○高速バス等の実証運
行

→

（運行需要調査） （実証運行）

エ　パーク・アンド・ライド環境の整
備

○整備の方向性に関す
る検討・調整

→
（平成32年度に整
備の方向性を決
定）

企画政策課等
・整備の方向性に関する検討・調
整

－ － －
・整備の方向性に関する検討・調
整

－ － －

の実施回数 討
に関する要望活動の実施
・高速バス等の運行需要調査
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

ア　ふるさと納税の推進

○ふるさと納税の推進
（ポータルサイト等による
周知、納付者の利便性
向上、謝礼品の充実）

→ → → →
・ふるさと納税によ
る寄附金の受入
金額

企画政策課

・ふるさと納税ポータルサイト「ふる
さとチョイス」からの寄附受付
・インターネット経由のクレジット
カード決済による収納
・謝礼品の充実
・ポータルサイト等による周知、啓
発
・ふるさと納税管理システムの導入
※謝礼品の返礼割合を４割から３
割へ変更（Ｈ30.2～）

81,704 226,954千円 430,203千円

・ふるさと納税ポータルサイト「ふる
さとチョイス」及び「楽天市場」から
の寄附受付
・インターネット経由のクレジット
カード決済による収納
・謝礼品の充実
・ポータルサイト等による周知、啓
発
・業務委託の検討

76,646 240,000千円 670,203千円

○住宅用省エネルギー
等設備（太陽光発電シス
テム、蓄電池、エネ
ファーム外）設置者に対
する補助金の交付

→

（対象設備の追加）
→ → →

・住宅用省エネル
ギー等設備の申
請基数

環境課

・住宅用省エネルギー等設備（太
陽光発電システム、エネファーム、
定置用リチウムイオン蓄電システ
ム外）設置者に対する補助金の交
付

790 8基 64基

・住宅用省エネルギー等設備（太
陽光発電システム、エネファーム、
定置用リチウムイオン蓄電システ
ム外）設置者に対する補助金の交
付

2,030 22基 86基

○天津小学校再生可能
エネルギー導入事業（太
陽光発電及び蓄電設備
の整備）

・太陽光発電及び
蓄電設備の整備

学校教育課
（環境課）

④　富の集積と域内循環のための戦略的な施策の展開

⑤　新たな産業の育成、誘致

イ　自立分散型エネルギーの導
入の促進

○地域経済分析システ
ムの活用や立地企業と
の情報交換・交流等を通
した企業等立地の戦略
的な促進

→ → →

○里山オフィスの整備
○里山オフィスの運営・
管理

⑤　新たな産業の育成、誘致

8件 8件
・里山オフィスの整備
旧大山小学校における貸しオフィ
ス等の整備（貸室８室）

68,654 0件 0件
平成28年度
から繰越

・里山オフィスの運営、管理 2,542ア　新たな産業の育成、誘致
・立地企業及び事
業所の増加・拡充
件数

商工観光課
（企業立地等
の促進の再
掲）

3



基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○移住に関する相談窓
口の設置、不動産情報
の提供、いきいき帰農者
セミナーの実施、空き地
空き家見学会の開催、
各種移住者交流セミ
ナーへの参加等

→ → → →

○移住希望者のニーズ
に対応したワンストップ
サービスの検討・実施

→ → →

○地域おこし協力隊の
活用検討・委嘱、隊員の
定住支援

→ → →

○空き家バンクの運用 → →

○空き家バンクの連携
強化

（２）ひとの流れ　～　鴨川市への大きな人の流れを創る

①　ＵＪＩターンの促進

ア　ふるさと回帰の促進

4人 29人

・市観光プラットフォームにて、農 ・市観光プラットフォームにて、農

・ふるさと回帰支
援センターの取組
による移住者数

農林水産課

・鴨川市ふるさと回帰支援センター
連絡協議会に委託し、次の事業を
実施
　移住相談窓口の設置　通年
　不動産情報の提供　通年
　いきいき帰農者セミナー19回
　空き家空き地見学会３回
　首都圏イベント等に出展
・センターの機能強化として次を実
施
　帰農者セミナーの刷新
　空き家バンクの設置検討
　地域おこし協力隊による地元取
材
　近隣市、企業、団体等との連携イ
ベント

3,000 19人 25人

・鴨川市ふるさと回帰支援センター
連絡協議会に委託　2,850
次の事業を実施
　移住相談窓口の設置　通年
　不動産情報の提供　通年
　いきいき帰農者セミナー19回
　空き家空き地見学会３回
　地元との連携（作業・イベント等）
　首都圏イベント等に出展　　回数
未定
　地域おこし協力隊による地元取
材
　プロモーションビデオ作成
　近隣市、企業、団体等との連携イ
ベント
帰農者セミナ＾－支援補助金
5,000
空き家バンク支援補助金　5,000

12,850

○農林漁業体験民宿活
動の支援

→ → → →

○農林漁業体験民宿開
業等の支援

→ → →

○新築住宅等を取得し
た転入者に対する住宅
取得奨励金の交付

→ → → →
・住宅取得奨励金
制度の活用による
転入者数

都市建設課 住宅取得奨励金の交付　14件 4,585 30名 74名 住宅取得奨励金の交付　8件 2,500 21名 95名

○無料耐震相談会の開
催

→ → → →

○木造住宅耐震診断費
補助金の交付

→ → → →

○住宅リフォーム補助金
の交付

○木造住宅耐震改修費
及びリフォーム費補助金
の交付

→ → →

ア　市内大学への進学の促進
○大学入学奨励金の交
付

→ → → →

・市内大学への年
間進学者数（大学
入学奨励金交付
対象者数）

市民交流課
大学入学奨励金の交付
亀田医療大学　13名

650 13名 33名
大学入学奨励金の交付
城西国際大学　3名
亀田医療大学　9名

700 14名 47名

②　大学等教育機関及び地元企業等との連携による地域を支える人材の育成・確保、地元定着の促進

木造住宅耐震診
断費補助金の交
付件数　7件

木造住宅耐震改
修費補助金の交
付件数　6件

4,897人

イ　住宅取得等の支援 ・木造住宅耐震診
断費補助金及び
木造住宅耐震改
修費補助金の交
付件数

都市建設課 無料耐震相談会　相談件数　2件 －

木造住宅耐震診
断費補助金の交
付件数　0件

木造住宅耐震改
修費補助金の交
付件数　0件

木造住宅耐震診
断費補助金の交
付件数　2件

木造住宅耐震改
修費補助金の交
付件数　0件

無料耐震相談会
木造住宅耐震診断費補助金の交
付
木造住宅耐震改修費及びリフォー
ム費補助金の交付

4,200

木造住宅耐震診
断費補助金の交
付件数　5件

木造住宅耐震改
修費補助金の交
付件数　6件

・農家民泊の年間
受入人数

農林水産課、
商工観光課

・市観光プラットフォームにて、農
家民泊を利用したツアー客の誘
致・受入の実施
・農家民泊の更なる促進と支援方
法の検討

- 1,055人 4,058人

・市観光プラットフォームにて、農
家民泊を利用したツアー客の誘
致・受入の実施
・農家民泊の更なる促進に向けた
事業の実施

- 839人

○清澄・四方木地区にお
ける地域おこし協力隊の
委嘱、活動支援

→ → → →

○清澄・四方木地区活
性化基本計画に基づく
地域住民等との連携に
よる各種活性化施策の
推進

→ → →

○地域おこし協力隊の
起業支援

○市内に立地する大学
との連携による地域の課
題解決と活性化に資す
る取組の実施

→ → → →
・連携事業を実施
した大学数

市民交流課等

・市内に立地する大学との連携に
よる地域の課題解決と活性化に資
する取組の実施
・域学連携地域づくり支援事業（城
西国際大学）

753 6大学 18大学
・市内に立地する大学との連携に
よる地域の課題解決と活性化に資
する取組の実施

0 6大学 24大学

○看護師等養成施設に
在学し、安房郡市内で従
事しようとする者に対し
て修学資金を貸付

→ → → →
・看護師等養成人
数（市支援分）

健康推進課

看護師等養成施設に在学し、将
来、安房郡内で看護師等として従
事しようとする者に対して修学資金
を貸付け
　貸付対象者47名（うち新規13人）
　年度途中で１人辞退

16,740 14人 49人

看護師等養成施設に在学し、将
来、安房郡内で看護師等として従
事しようとする者に対して修学資金
を貸付け
　貸付対象者40人（うち新規13人）

14,400 20人 69人

ウ　医療・福祉人材の育成・確保

イ　地域を支える人材の育成・確
保、地元定着の促進

・地域おこし協力
隊を経て定住に
至った人数

市民交流課
・清澄・四方木地区における地域お
こし協力隊の委嘱　２名
・地域おこし協力隊の活動支援

7,775 1人 1人

清澄・四方木地区活性化基本計画
等の総合的な推進
・清澄・四方木地区における地域お
こし協力隊の委嘱　３名（報償金
5,072千円）
・地域おこし協力隊の活動支援（活
性化協議会への委託料　5,178千
円）
・地域おこし協力隊の起業支援
2,000千円
・その他事務費　14千円

12,264 1人 2人

○高齢者福祉施設等で
介護人材として従事して
いる職員の資格取得を
促進

→ → → →
・介護・福祉人材
養成人数（市支援
分）

健康推進課

・介護サービス事業所に従事して
いる介護職員等の資格取得のた
めの助成
  介護職員初任者研修　８名
　介護福祉士実務者研修　12名

1,568 20名 58名

・介護サービス事業所に従事して
いる介護職員等の資格取得のた
めの助成
  介護職員初任者研修　15名
　介護福祉士実務者研修　20名

2,827 35名 93名

ウ　医療・福祉人材の育成・確保
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○鴨川版ＣＣＲＣ構想（プ
ラチナタウン構想）の検
討

○鴨川版ＣＣＲＣ構想及
び基本計画の策定

○鴨川版ＣＣＲＣ構想等
の推進

→ →

○関係事業者等による
会議の設置・運営

→ → →

○関連施設の誘致活動
の推進

→ →

○観光プラットフォーム
の中間支援組織としての
機能・運営強化（アクショ
ンプランの策定、着地型

③　元気な高齢者の移住促進

④　産学民官が一体となった戦略的・国際的な観光交流の促進

０箇所 0箇所

・関係者で構成する（仮称）鴨川プ
ラチナタウン運営協議会の設置
・構想に基づく地域再生計画の作
成及び認定

― ０箇所 ０箇所

○観光プラットフォームの中間支

ア　鴨川版ＣＣＲＣ構想の推進
・鴨川版ＣＣＲＣ立
地箇所数

企画政策課
・関係者で構成する（仮称）鴨川プ
ラチナタウン運営協議会設置の検
討

―

ンプランの策定、着地型
プログラムの造成・販
売、メディアを活用した宣
伝・広告、専門人材の雇
用等に対する支援）

→ → → →

○総合窓口の方向性の
検討・決定

→ →

○組織改革の実施

○インバウンドに対応で
きる人材の育成

→ → →

○インバウンド対応をし
ている旅行会社等への
誘致活動

→ → →

○観光サインの整備
（長狭地区）

・観光サインの整
備

商工観光課

○公衆無線ＬＡＮの整備
　みんなみの里、オー
シャンパーク

・公衆無線ＬＡＮの
整備

農林水産課、
商工観光課

（再掲）

○南房総観光圏整備推
進事業

→ → → →

○宿泊・滞在型観光推
進事業

→ → → →

332

28事業 83事業

・南房総観光圏整備推進事業、宿
泊・滞在型観光推進事業、その他
広域連携事業による観光キャン
ペーンなどの実施

1,583 28事業 111事業

南房総地域
観光圏整備
推進協議会
については、
平成30年度

エ　広域連携による観光誘客の推
進

・広域連携により
実施した年間事業
数

商工観光課

・南房総観光圏整備推進事業、宿
泊・滞在型観光推進事業、その他
広域連携事業による観光キャン
ペーンなどの実施

1,625

ウ　観光交流基盤の整備充実

○観光プラットフォームの中間支
援組織としての機能・運営強化（着
地型プログラムの造成・販売、メ
ディアを活用した宣伝・広告、専門
人材の雇用等に対する支援）
○総合窓口の方向性の運用

34,562

宿泊者件数
4,100人

体験者件数
2,200人

宿泊者件数
14,064人

体験者件数
9,609人

イ　国際的な観光交流の促進 ・外国人宿泊者数 商工観光課
・インバウンド対応をしている旅行
会社及び各種メディア等への誘致
活動

332 4,814人 14,625人
・インバウンド対応をしている旅行
会社及び各種メディア等への誘致
活動

5,900人 20,525人

ア　戦略・機能的な推進・マネジメ
ント体制の整備（観光プラット
フォーム組織の機能強化（鴨川版
DMOの形成））

・中間支援組織の
取扱件数

商工観光課

○観光プラットフォームの中間支
援組織としての機能・運営強化（ア
クションプランの策定、着地型プロ
グラムの造成・販売、メディアを活
用した宣伝・広告、専門人材の雇
用等に対する支援）
○総合窓口の方向性の検討・決定
○組織改革の実施

29,154

宿泊者件数
5,271人

体験者件数
2,838人

宿泊者件数
9,964人

体験者件数
7,409人

○その他広域連携事業 → → → →

○総合運動施設サッ
カー場の改修

・サッカー場の改
修

スポーツ振興課

○多目的施設の整備 →

（建設検討委員会の開
催、基本設計、実施設
計）

（実施設計、建設工事
外）

※建設工事見送り

○総合運動施設の都市
公園としての整備 → →

（整備内容検討） （芝生公園設計） （芝生公園整備）

○2020年オリンピック、
パラリンピック東京大会
関連の合宿等の誘致

→ → → →

○講演会など関連イベン
トの開催及び周知

→ → → →

⑤　新たな観光交流の創出

7団体 ２４団体（実数）（オリパラ合宿等の誘致）

・本市において合
宿等を実施した全
日本クラス以上又
はプロのスポーツ
団体の年間団体
数

スポーツ振興課等

●全日本実業団自転車ロードレー
ス大会（5/13・14)
●15人制女子ラグビー日本代表合
宿（7/9～12)
●車いすバスケットボールU-23日
本代表合宿（8/17～20)
●車いす陸上競技日本代表合宿
（10/9～13)
●陸上競技日本代表合宿（2/1～
4)

4,464 7団体 １７団体（実数）

●全日本実業団自転車ロードレー
ス大会（4/21・22)
●オランダ自転車連盟安房地区合
宿（10月）
●車いす陸上競技日本代表合宿
（2月 )
●陸上競技日本代表合宿（2月）
●車いすバスケットボールU-23日
本代表合宿（2/7～11)

8,300

・関連市道、公園
設備及びランニン
グ・ウォーキング
コースの整備

スポーツ振興課、
都市建設課

●整備内容の検討 － 0施設 0施設 ●芝生公園の設計 － 0施設 0施設

ペーンなどの実施
末で解散予
定。

ア　スポーツツーリズム（スポーツ
施設の整備充実）

・多目的施設の整
備
※建設工事見送り

スポーツ振興課

ペーンなどの実施

トの開催及び周知

○千葉ロッテマリーンズ
鴨川キャンプの受け入れ
と継続的な誘致

→ → → →

○球団と連携したイベン
ト及び地域交流等を行う
鴨川後援会への助成

→ → → →

○メディカル・ヘルスツー
リズムの展開に向けた
具体的な方策等の検討

→ →

○観光振興基本計画の
策定

不詳 不詳

イ　メディカル・ヘルスツーリズム
・次期観光振興基
本計画の策定

商工観光課

（千葉ロッテマリーンズのキャンプ
等の誘致）

・マリーンズキャン
プ誘致による経済
効果

スポーツ振興課

●千葉ロッテマリーンズ鴨川キャン
プ受け入れと継続的な誘致
●球団と連携したイベント及び地
域交流等を行う鴨川後援会への助
成

7,429
推計額

348,708千円
推計額

963,219千円

●千葉ロッテマリーンズ鴨川キャン
プ受け入れと継続的な誘致
●球団と連携したイベント及び地
域交流等を行う鴨川後援会への助
成

7,279

数 4)
●ソフトボール女子日本代表合宿
（3/2～10)
●全日本サーフィン強化指定合宿
（3/10～11)

本代表合宿（2/7～11)
●ソフトボール女子日本代表合宿
（3/1～11)
●全日本サーフィン強化指定合宿
（3月)
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○前原・横渚・東条海岸
一帯の新たな魅力づくり
のための再整備

→ → →

（検討委員会の設置・開
催、再生及び利活用の
方向性の検討等）

（推進委員会の設置・開
催、拠点整備方針の具
現化及びエリアマネジメ
ント体制構築・強化、海
辺における交流拠点空
間等の整備、安全で安
心な海水浴場確保、空き
店舗等の情報提供及び
チャレンジショップの開
設支援、マリンスポーツ
等を中心とした多様なレ
クリエーション機会の提
供等）

○市民ギャラリー及び公
民館の移転に伴う新た
な周辺地域の文化振興
等（旧曽呂小学校）

→ → →

（基本構想の策定）
（公民館の移転を含め、
事業について再検討）

→ （移転計画の策定）

市民ギャラリー移転計画の検討
文化施設運営協議会の開催（2回）

112 － －

－ －

・庁内検討会の開催
・前原横渚海岸周辺の魅力づくり
推進委員会の開催
・市としての方向性の決定
・再整備・利活用計画の策定
・計画に基づいた具体化事項の検
討・実施
・海辺における交流拠点空間整備

80,434
再整備・利活用

計画の策定
再整備・利活用

計画の策定

ウ　新たな観光・交流資源の整備

・再整備・利活用
計画の策定
・再整備・利活用
計画に基づく整備

商工観光課、
農林水産課、
都市建設課他

・前原横渚海岸周辺の魅力づくり
推進委員会の設置・開催
・拠点整備方針の具現化及びマネ
ジメント体制構築
・海辺における交流拠点空間整備
に係る実証実験事業
・安全で安心な海水浴場の確保
・空き店舗等物件情報の収集、整
理
・海辺の魅力づくり等を通じた鴨川
市観光振興戦略の策定

41,243

・新市民ギャラリー
の整備

生涯学習課
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○婚活イベント等の開催 → → → →

○結婚相談の実施 → → → →

（事業推進体制等の再
検討）

→

○母子保健の推進（健
康診査（乳児、１歳６か
月児、３歳児、妊婦乳児
一般）、健康相談及び健
康教育等、産後ケア事
業等）

→ → → →

（３）結婚・出産・子育て　～　次代を担う健やかな子どもたちを育む

①　婚活、妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

3歳児健康診査
受診率の増加

－
・３歳児健診の受
診率

健康推進課

・健康診査（乳児健診、妊婦乳児
一般健康診査）、健康相談及び健
康教室等の実施

20,708
3歳児健康診査
受診率95.89％

－

・健康診査（乳児健診、妊婦乳児
一般健康診査）、健康相談及び健
康教室等の実施
・産後ケアの実施

24,698

ア　婚活の支援
・婚活イベントにお
けるカップル成立
数

市民交流課

・婚活イベントの開催
　８回(うち主催３回、他団体開催５
回)
・結婚相談の実施
　新規登録21人（男性12人、女性9
人）
・結婚相談セミナーの開催１回

1,383 18組 78組

・婚活イベントの開催
　７回(うち主催３回、他団体開催４
回)
・結婚相談の実施
　新規登録25人（男性15人、女性
10人）
・結婚相談セミナーの開催１回

1,848 50組 128組

業等）

（特定不妊治療費助成
開始）

○歯科保健の推進（フッ
化物洗口、保健指導等）

→ → → →

（幼児歯科健康診査及
びフッ化物歯面塗布開
始）

○子育てに関するワンス
トップ窓口の設置（子ども
支援課の設置）

・ワンストップ窓口
の設置

子ども支援課、
健康推進課、
福祉課、
学校教育課

○民間事業者による認
定こども園の設置支援

・民間事業者によ
る認定こども園の
開設

子ども支援課

○病児・病後児保育の
実施

→ → →
・病児・病後児保
育実施施設数

子ども支援課

・民間医療機関へ病気児童の一時
的な保育を委託　利用児童数延べ
615人
・体調不良児対応型病児保育を市
内の社会福祉法人に委託し認定こ
ども園ＯＵＲＳで実施

16,993 2施設 2施設

・民間医療機関へ病気児童の一時
的な保育を委託
・体調不良児対応型病児保育を市
内の社会福祉法人に委託し認定こ
ども園ＯＵＲＳで実施

19,013 2施設 2施設

②　子ども・子育て支援環境の充実

受診率の増加

・12歳児（中学１年
生）のむし歯罹患
率
・３歳児でう蝕がな
い者の割合

健康推進課

・フッ化物洗口の実施及び歯科保
健指導の実施
・医療機関に委託して行う幼児歯
科健康診査及びフッ化物歯面塗布
の実施

828

12歳児一人当た
りのむし歯本数
0.2324本
・3歳児のむし歯
がない者の割合
79.68％

－

・フッ化物洗口の実施及び歯科保
健指導の実施
・医療機関に委託して行う幼児歯
科健康診査及びフッ化物歯面塗布
の実施

1,676

・12歳児（中学１
年生）の一人当た
りのむし歯本数

0.20本
・3歳児のむし歯
がない者の割合

80％以上

－

イ　妊娠・出産・子育ての支援

診率 康教室等の実施
・特定不妊治療の実施

受診率95.89％
・産後ケアの実施
・特定不妊治療の実施

○子育て短期支援事業
の実施

→ → →
・子育て短期支援
事業実施施設数

子ども支援課

・市内の社会福祉法人に委託し認定
こども園ＯＵＲＳで実施
　夜間養護等事業　延べ利用児童
数572人

1,030 １施設 １施設
・市内の社会福祉法人に委託し認定
こども園ＯＵＲＳで実施 2,092 １施設 １施設

○幼稚園及び保育園等
での一時預かりの実施

→ → → →
・一時預かり事業
の利用児童数

子ども支援課、
学校教育課

・市内幼稚園での預かり保育と西条
保育園での一時保育の実施
・市内の社会福祉法人に委託し認定
こども園ＯＵＲＳで実施

49,287 5,119人 14,552人

・市内幼稚園での預かり保育と西条
保育園での一時保育の実施
・市内の社会福祉法人に委託し認定
こども園ＯＵＲＳで実施

49,740 2,816人 17,368人

○地域子育て支援拠点
事業の運営

→ → → →

（子育て支援センター機
能を３保育園に移転（民
間事業所と合わせて４施
設に拡充））

○ファミリー・サポート・セ
ンター事業の実施

→ → → →

○こんにちは赤ちゃん訪
問事業の実施

→ → → →

○民間事業所への地域
子育て支援拠点事業の → → →

ア　子ども・子育て支援環境の整
備充実

11,203人 28,308人

・子育て支援室の機能を３保育園
に移行し、民間事業所1か所を含
め市内4か所で子育支援室として
地域子育て支援拠点事業を実施
・ファミリーサポート・センター事業
の実施
・こんにちは赤ちゃん訪問事業の
実施

28,837 15,386人 43,694人
・地域子育て支援
拠点事業の年間
利用者数

子ども支援課

・子育て支援室の開設
　242日、利用者6,645人

・ファミリー・サポート・センター事業
　利用1件

・こんにちは赤ちゃん訪問事業
　活動実績：196件

・民間事業所への地域子育て支援
拠点事業の委託

253日　　利用者1,485人

32,527

子育て支援拠点事業の
委託

→ → →

子ども支援課

学校教育課
幼稚園、小学校、中学校でユニ
バーサルデザインの視点を取り入
れた環境づくり

－
教育支援センター（適応指導教室）
設置準備

－

○養育支援訪問事業の
実施

→ → → ― 子ども支援課
・養育支援が特に必要だと思われる
家庭への育児・家事援助を実施
　訪問件数　専門的支援119件

621 － －
・養育支援が特に必要だと思われ
る家庭への育児・家事援助を実施

881 － －

○幼稚園、保育園、認定
こども園共通の一貫した
カリキュラムの検討

○共通カリキュラムの実
施

→ →

○公立施設の認定こど
も園への移行の検討

→
○認定こども園への段
階的移行

→

○子ども支援環境の整
備（子育て総合支援セン
ター等における新たな親
子支援プログラム等の
実施）

備充実

－ － －

・新たなプログラム
数

－ － － －

・公立施設の幼保
連携型認定こども
園への移行施設
数

子ども支援課、
学校教育課

・幼稚園、保育園、認定こども園共
通の一貫したカリキュラムの検討
・公立施設の認定こども園への移
行の検討

－ － －
・共通カリキュラムの実施
・公立施設の認定こども園への移
行の検討
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○学童クラブへの支援
（補助金の交付、活動や
児童の指導等の支援）

→ → → →
・学童保育を利用
した児童数

子ども支援課
・補助対象となる学童クラブ7か所
に対し補助金の交付 38,164 342人 723人

・補助対象となる学童クラブ7か所
に対し補助金の交付

49,274 368人 1,091人

○児童発達支援セン
ター等の立地促進

→ →

（立地場所の検討）
（立地場所の選定、事業
所の公募等）

（事業開始）

イ　男女共同参画に関する市民
啓発の推進

○男女共同参画に関す
る意識啓発や各種情報
の提供等（市ホームペー
ジへの記事掲載、啓発
活動の実施等）

→ → → →
・啓発パンフレット
等の年間配布数

秘書広報課

・男女共同参画に関する意識啓発
や各種情報の提供等
　市ホームページ等への記事掲載
　男女共同参画に係る啓発活動の
実施（市内商業施設でのチラシ等
の配布及び市主要施設への特設
ブースの設置）
　中学生を対象とした男女共同参

4 1,467部 3,767部

・男女共同参画に関する意識啓発
や各種情報の提供等
　市ホームページ等への記事掲載
　男女共同参画に係る啓発活動の
実施（市内商業施設でのチラシ等
の配布及び市主要施設への特設
ブースの設置）
　中学生を対象とした男女共同参

4 1,500部 5267部

・障害児通所支援
施設数

福祉課、
子ども支援課

・事業所との土地・建物の無償貸
与契約締結
・事業開始

－ 1施設 1施設 ・障害児通所支援事業を実施 － 1施設 1施設

画寸劇事業の開催 画セミナーの開催

○第３子以降の出産祝
金の支給

→ → → →

（ニーズ調査の実施）

○子ども医療費の助成 → → → →

（助成対象の拡充の検
討）

（助成対象の拡充）
（助成内容の見直しの検
討）

○幼稚園、保育園、認定
こども園共通の一貫した
カリキュラムの検討

○共通カリキュラムの実
施

→ →

○公立施設の認定こど
も園への移行の検討

→
○認定こども園への段
階的移行

→

イ　小中一貫教育の推進
○各中学校区における
小中一貫教育の研究・
実践

→ → → →
・各中学校区の協
議会及び研修会
の年間開催回数

学校教育課

○市教育政策研究会による研究
成果を踏まえ、各中学校区におい
て小中一貫教育を推進

○小中一貫教育全国サミット（京都
614

・鴨川中学校区
９回開催

・長狭中学校区
12回開催

・安房東中学校

・鴨川中学校区
25回開催

・長狭中学校区
12回開催

・安房東中学校

○市教育政策研究会による研究
成果を踏まえ、各中学校区におい
て小中一貫教育を推進

○小中一貫教育全国サミット（岩手
1,116

・鴨川中学校区
９回開催

・長狭中学校区
12回開催

・安房東中学校

・鴨川中学校区
34回開催

・長狭中学校区
24回開催

・安房東中学校

③　子育てに係る経済的負担の軽減

ア　出産祝金の支給 ― 市民生活課

④　特色ある教育の推進

中学校3年生まで
の子ども（自己負
担なし・所得制限

なし）

小学校3年生から
中学校3年生まで
の子どもに拡充

ア　新たな幼保一元化の推進

・公立施設の幼保
連携型認定こども
園への移行施設
数

子ども支援課、
学校教育課

（再掲）

30件 107件

イ　子ども医療費の助成
・通院・調剤に係る
医療費助成の対
象範囲

子ども支援課
・入院に加え通院・調剤に係る医
療費も中学校3年生まで助成対象
として助成を実施

97,195

中学校3年生まで
の子ども（自己負
担なし・所得制限

なし）

小学校3年生から
中学校3年生まで
の子どもに拡充

・中学校3年生までを助成対象と
し、入院・通院・調剤に係る医療費
を助成

100,000

・すでに２児を養育し、第３子以降
を出産・養育する父母に対して、出
産祝金（２０万円）を支給

6,600 33件 77件
・すでに２児を養育し、第３子以降
を出産・養育する父母に対して、出
産祝金（２０万円）を支給

6,000

実践 の年間開催回数 ○小中一貫教育全国サミット（京都
会場）に指導主事2名が参加し、他
団体との情報交換等を実施。

・安房東中学校
区

７回開催

・安房東中学校
区

31回開催

○小中一貫教育全国サミット（岩手
県大槌町）に指導主事２名が参加
し、他団体との情報交換等を実
施。

・安房東中学校
区

７回開催

・安房東中学校
区

38回開催

○ＪＥＴプログラムによる
外国語指導助手の小中
学校等への派遣

→ → → →

○市が独自に雇用する
外国語指導助手の小中
学校等への派遣

→ → → →

○大学との連携強化に
よる英語教育の充実

→ → →

○タブレットＰＣ等ＩＣＴ機
器を効果的に活用した
授業及び学習の実践方
法等の研究

→ ○ＩＣＴ機器の導入 → →
○タブレットＰＣ等の導入及び環境
整備の実施。また、ICT機器を効果
的に活用した授業及び学習の実践

○タブレットＰＣ等の導入及び環境
整備の実施。また、ICT機器を効果
的に活用した授業及び学習の実践

○ＩＣＴ機器の使用や教
材作成を支援するＩＣＴ支
援員の市内小中学校へ
の派遣

○ＩＣＴ機器の使用や教
材作成を支援するICT支
援員の市内小中学校へ
の派遣

→ →
○ＩＣＴ機器の使用や教材作成を支
援するＩＣＴ支援員の市内小中学校
への派遣

○ＩＣＴ機器の使用や教材作成を支
援するＩＣＴ支援員の市内小中学校
への派遣

エ　情報化に対応した教育の充実
・ＰＣ代替型タブ
レット端末整備校
数

学校教育課 9,138

中学校1校(鴨川
中)

小学校3校(東条
小、天津小、小湊

小)

中学校2校(鴨川
中、安房東中)

小学校4校(田原
小、東条小、天津

小、小湊小)

32,039

43.4% -

○平成32年度に外国語科（英語
科）の教科化を控え、移行期（平成
30年から平成31年度）から先行実
施

○JETプログラムにより招致した外
国語指導助手２名及び市が独自に
雇用した外国語指導助手５名を派
遣。前年度より派遣時間を増やし
て対応。

14,076 100% －

中学校1校(長狭
中)

小学校4校(江見
小、鴨川小、長狭

小、西条小)

中学校3校(鴨川
中、安房東中、長

狭中)
小学校8校(,江見
小、鴨川小、長狭
小、西条小、田原
小、東条小、天津
小、小湊小)全小
中学校へ配備完

ウ　英語教育の充実

・中学３年生で英
語検定３級程度の
能力を有する生徒
の割合

学校教育課

○JETプログラムにより招致した外
国語指導助手２名及び市が独自に
雇用した外国語指導助手５名を市
内小中学校等に派遣

12,503

の派遣 の派遣

オ　大学との連携による特色ある
生涯学習プログラムの充実

○講演会、実験教室、自
然観察会及びキャンパ
スツアー等の実施

→ → → →

・大学等との連携
による生涯学習プ
ログラムへの年間
参加者数

生涯学習課

東京大学：野鳥の巣箱をかけよう・
キャンパスツアー
千葉大学：磯の生き物観察会
東洋大学：講演会
早稲田大学：おもしろ化学実験教
室、キャンパスツアー・講演会
城西国際大学：公開講座・交流事
業
亀田医療大学：体験教室・交流事
業

683 910人 2,038人

東京大学：野鳥の巣箱をかけよう・
キャンパスツアー
千葉大学：磯の生き物観察会
東洋大学：講演会
早稲田大学：おもしろ化学実験教
室、キャンパスツアー・講演会
城西国際大学：公開講座・交流事
業
亀田医療大学：体験教室・交流事
業

683 630人 2,668人

了
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○学校支援ボランティア
の育成と組織化

→ → → →
・学校支援ボラン
ティア登録者数

学校教育課

○学校支援ボランティアの育成と
組織化
○鴨川小・長狭小・天津小の３校
にボランティアコーディネーターを
配置

1,066 180人 593人

○学校支援ボランティアの育成と
組織化
○鴨川小・長狭小・天津小の３校
にボランティアコーディネーターを
配置し、情報提供や連携を図るた
め、本部事業会議を開催

1,066 180人 773人

○青少年育成団体が連
携した事業の開催

→ → → →

○小学生通学合宿の実
施

→ → → →

○放課後子ども教室（土
曜スクール）の開催

→ → → →

○文化施設ボランティア
の育成等

→ → → →

○生涯学習人材バンク
ボランティアの周知と活
用の促進

→ → → →

○ボランティアに係る登

イ　地域学習・ボランティア活動の
支援

・生涯学習ボラン
ティア登録者数

生涯学習課

⑤　郷土への誇りと愛着の醸成

文化施設ボランティアスキルアップ
研修の実施
文化施設ボランティアの活用
人材バンク登録簿の整備
生涯学習ボランティア（人材バン
ク）の募集及び活用

49

文化施設ボラン
ティア
43人

生涯学習ボラン
ティア
19人

－

文化施設ボランティアスキルアップ
研修の実施
文化施設ボランティアの活用
人材バンク登録簿の整備
生涯学習ボランティア（人材バン
ク）の募集及び活用

49

文化施設ボラン
ティア
51人

生涯学習ボラン
ティア
23人

－

ア　学校・地域との連携

・放課後子ども教
室（土曜スクール）
の実施小学校区
数

生涯学習課

・市子連事業【育成者講習会、ＪＬ
講習会、球技大会、ウォークラリー
大会】
・青少年相談員事業【つどい大会】
・小学生通学合宿
・放課後子ども教室（土曜スクー
ル）推進事業【曽呂・西条・田原・江
見・天津小湊・長狭・東条】

3,186 7小学校区 7小学校区

・市子連事業【育成者講習会、ＪＬ
講習会、球技大会、ウォークラリー
大会】
・青少年相談員事業【つどい大会】
・小学生通学合宿
・放課後子ども教室（土曜スクー
ル）推進事業【西条・田原・江見・天
津小湊・長狭・東条】

3,108 7小学校区 7小学校区

 
○ボランティアに係る登
録期間や条件等の運用
の検討

→ →

○市内文化財保護のた
めの助成や活動支援

→ → → →

○指定文化財等の実態
調査

→ → → →

○文化財指定等のため
の調査

→ → → →

○埋蔵文化財の適切な
調査及び情報公開、活
用の推進

→ → → →

○地域に関連するテー
マの企画展や関連講
座、収蔵資料展などの開
催

→ → → →

○公民館や学校等への
講師派遣協力（出前講
座等）

→ → → →

○（仮称）文化財保護活
用計画の策定に向けた
基礎調査等の実施

→ → →

・文化財関連講座
の年間開催回数

生涯学習課

ウ　文化財保護活動の支援

7,736名 21,477名

・企画展「（仮）鴨川市の文化財展」
の開催
・収蔵資料展「昭和ノスタルジー～
思い出の写真展」の開催
・「（仮）文化財保護活用シンポジウ
ム　嶺岡牧を知ろう」の開催
・公民館や学校への講師派遣協力

324

ク）の募集及び活用
ボランティア保険の加入

19人
ク）の募集及び活用
ボランティア保険の加入

5,800名 27,277名
・郷土資料館・文
化財センターの年
間入館者数

生涯学習課

・企画展「輪廻のラグランジェ原画
展」「明治・大正期の日本画」「彫り
物大工　廻塚の伊八～その実像を
探る」の開催
・公民館や学校への講師派遣協力

599

１９回 52回

・指定文化財の保護のための補助
金の交付
・指定文化財の防犯・防災対策の
現状調査
・文化財指定等のための調査
・埋蔵文化財の適切な調査及び情
報公開、活用の推進

・指定文化財の保護のための補助
金の交付。
・指定文化財の防犯・防災対策の
現状調査
・文化財指定等のための調査
・埋蔵文化財の適切な調査及び情
報公開、活用

1,993 813 20回 72回

23人
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○自主防災組織への補
助金の交付

→ → → →

○地域ごとの防災マニュ
アル作成の支援

→ → →

○自治会等への加入促
進のための啓発パンフ
レット等の作成・配布

→ → → →
・自治組織への加
入率

市民交流課
・未加入世帯への加入促進チラ
シ・パンフレットのポスティング等の
実施（大浦区、後広場１組）

－ 60.3% ―

・自治会連絡会議の開催
・未加入世帯への加入促進チラ
シ・パンフレットのポスティング等の
実施
・加入促進パンフレットの作成

40 60.0% ―
加入率は過
去５年間から
の推計値

○新たな自治組織の立
ち上げ時の相談等

→ → → →
・新たに立ち上げ
た自治組織数

市民交流課
マンション、社員寮、老人福祉施設
に対し、組織化の働きかけ

－ 3組 5組
一つの組が
解散

・マンション、社員寮、老人福祉施
設に対する組織化の働きかけ

0 １組 6組

イ　自治組織の維持・確保

（４）地域づくり　～　持続可能な地域社会を構築する

①　安心して暮らすことができる地域コミュニティの維持・再生

ア　防災対策の強化

・市補助金を活用
して独自に防災資
機材や備蓄品を
整備した自主防災
組織数

消防防災課 6 15
自主防災組織が独自で実施する
備蓄品等の購入や避難場所の整
備に要する経費の一部を補助する

2000 10 25
自主防災組織が独自で実施する
備蓄品等の購入や避難場所の整
備に要する経費の一部を補助する

833

○清澄・四方木地区にお
ける地域おこし協力隊の
委嘱、活動支援

→ → → →

○清澄・四方木地区活
性化基本計画に基づく
地域住民等との連携に
よる各種活性化施策の
推進

→ → →

○地域おこし協力隊の
起業支援

○市内に立地する大学
との連携による地域の課
題解決と活性化に資す
る取組の実施

→ → → →
・連携事業を実施
した大学数

市民交流課等 （再掲）

エ　市民提案によるまちづくりの
支援

○「みんなで育て鯛！ま
ちづくり支援補助金」によ
る活動団体への支援

→ → → →
・まちづくり支援補
助金を活用した活
動団体数

市民交流課

・「みんなで育て鯛！まちづくり支
援補助金」による活動団体への支
援
発展させ鯛コース８団体(うち新規:
２団体)

1,810 8団体 12団体

既存補助団
体に新規補
助団体を積
上げ

・「みんなで育て鯛！まちづくり支
援補助金」による活動団体への支
援
はじめ鯛コース１団体(うち新規:1
団体)
発展させ鯛コース４団体(うち新規:
２団体)

3,149 5団体 15団体

既存補助団
体に新規補
助団体を積
上げ

②　２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会の合宿誘致などを契機としたユニバーサルデザインによるまちづくり

ウ　地域を支える人材の育成・確
保、地元定着の促進（再掲）

・地域おこし協力
隊を経て定住に
至った人数

市民交流課 （再掲）

○公共施設等の改修時
におけるバリアフリー化

→ → → →

○市民意識の啓発 → → →

○関連法規等の周知及
び情報発信

→ → →

②　２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会の合宿誘致などを契機としたユニバーサルデザインによるまちづくり

－ －
ア　バリアフリーのまちづくりの推
進

― 福祉課等

障害者に対する理解を深め、思い
やりの心を育む「心のバリアフ
リー」の推進に努めるため、ガイド
ブック等を活用した市民意識の啓
発を実施

－ － －

障害者に対する理解を深め、思い
やりの心を育む「心のバリアフ
リー」の推進に努めるため、ガイド
ブック等を活用した市民意識の啓
発を実施

－

10



基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○健康づくりに資する団
体・ボランティアの育成、
普及啓発活動等の支援

→ → → →

・健康づくりに関す
るボランティア（鴨
川ヘルスサポー
ター）の登録人数

健康推進課
・健康づくりに資する団体・ボラン
ティアの育成、普及啓発活動等の
支援

- 118人 118人
・健康づくりに資する団体・ボラン
ティアの育成、普及啓発活動等の
支援

- 130人 130人

○健康教育、健康相談
等の実施

→ → → →

○健康マイレージの仕組
みの導入、運用

→ → →

○多目的施設の整備 → → →

（建設検討委員会の開
催、基本設計、実施設
計）

（実施設計、建設工事
外）

※建設工事見送り

○総合運動施設の都市
→ →

③　ライフステージに応じた健康づくりの促進

150人 320人

イ　スポーツ施設の整備充実（再
掲）

・多目的施設の整
備
※建設工事見送り

スポーツ振興課 （再掲）

・関連市道、公園

ア　自主的な健康づくりの促進

・かもがわ健康ポ
イント事業への参
加者数

健康推進課
・健康教育、健康相談等の実施
・かもがわ健康ポイント事業の実施

615 112人 170人
・健康教育、健康相談等の実施
・かもがわ健康ポイント事業の実施

562

○総合運動施設の都市
公園としての整備

→ →

（整備内容検討） （芝生公園設計） （芝生公園整備）

○介護予防・日常生活
支援総合事業を中心とし
た取組（高齢者の生活支
援、社会参加の促進、支
え合い体制づくりの推進
外）

→ → → →
・生活支援・介護
予防サポーターの
登録（育成）人数

健康推進課
介護保険特
別会計

・地域での介護予防の推進を図る
ため、地域ボランティア等に対して
介護予防のための教室を開催（修
了者20名）（介護予防普及啓発事
業、地域介護予防活動支援事業）

－ 19人 167人
介護保険特
別会計

・地域での見守りや支えあいの体
制づくりの推進を図るため、地域ボ
ランティア等の活動支援を実施（介
護予防普及啓発事業、地域介護
予防活動支援事業）

374 50人 217人
介護保険特
別会計

○シルバー人材センター
による高齢者への就労
機会の提供に対する支
援

→ → → →
・シルバー人材セ
ンターの会員数

福祉課
・シルバー人材センターに対する補
助

7,100 219人 －
・シルバー人材センターに対する補
助

7,100 244人 －

・関連市道、公園
設備及びランニン
グ・ウォーキング
コースの整備

スポーツ振興課、
都市建設課

（再掲）

ウ　介護予防の推進（高齢者の社
会参加の促進）
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

○コミュニティバス（３
ルート）の運行と検証、
必要に応じた運行方法
の見直し

→ → → →

○地域公共交通会議等
の開催

→ → → →

○鴨川市地域公共交通
活性化協議会及び関連
団体等との連携による利
用促進事業の実施（公
共交通マップの配布、停
留所への路線図表示の

※事業内容・事業費とも上記に含 ※事業内容・事業費とも上記に含

④　高齢者等が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができる環境づくり（地域包括ケアの充実）

35,296人 111,924人

・コミュニティバスの運行
　３ルート（北ルート、清澄ルート、
南ルート）
・地域公共交通会議兼地域公共交
通活性化協議会の開催（５回）
・利用促進事業の実施（バス時刻
表の作成、公共交通の乗り方教室
の実施、モビリティ・マネジメント実
施、お試し乗車券の作成・配布、か
もがわナビ等への情報掲載）
・地域内フィーダー系統確保維持
計画の作成
・地域公共交通網形成計画の見直
し
・新たな公共交通システム導入に
向けた調査研究

35,738 35,103人 147,027人

ア　生活交通の充実

・コミュニティバス
の年間利用者数

企画政策課

・コミュニティバスの運行
　３ルート（北ルート、清澄ルート、
南ルート）
・地域公共交通会議兼地域公共交
通活性化協議会の開催（６回）
・利用促進事業の実施（バス時刻
表の作成、コミュニティバス運行案
内パンフレットの作成、公共交通の
乗り方教室の実施、モビリティ・マ
ネジメント実施、お試し乗車券の作
成・配布、かもがわナビ等への情
報掲載）
・地域内フィーダー系統確保維持
計画の作成
・地域公共交通網形成計画の改訂

34,398

設置、モビリティ・マネジ
メント（意識啓発活動）の
実施、お試し乗車券の作
成・配布、待合空間に関
する現況調査と施設整
備、バス時刻表の電子
化）

→ → → →
※事業内容・事業費とも上記に含
む

-
※事業内容・事業費とも上記に含
む

-

○新たな公共交通シス
テムの導入 → →

（調査研究） （実証運行） （本格運行）

○高齢者の福祉向上等
のための福祉総合相談
センター（地域包括支援
センター）の活動の推進

→ → → →
・高齢者からの新
規相談の年間受
付件数

健康推進課
一部介護保
険特別会計

・福祉総合相談センター（地域包括
支援センター）を市内に２箇所設置
して高齢者への相談支援を実施。

24,493 568件 1,707件
介護保険特
別会計

・福祉総合相談センター（地域包括
支援センター）を市内に２箇所設置
して高齢者への相談支援を実施

26,906 600件 2,307件
介護保険特
別会計

○福祉総合相談セン
ター及びサブセンターに
おける総合的な相談対
応等の推進（総合相談
業務、生活困窮者自立
支援事業、配偶者暴力
被害支援事業）

→ → → →

・新規相談の年間
受付件数（高齢者
からの新規相談の
受付分を除く）

健康推進課

・福祉総合相談センター（地域包括
支援センター）により高齢者以外の
子どもや障害者などへの相談支援
を実施。

15,224 149件 441件

・市内4つの生活圏域ごとに福祉総
合相談センター（地域包括支援セ
ンター）を設置し、相談支援体制の
充実を図り、高齢者以外の子ども
や障害者などへの相談支援を実
施。

17,032 150件 591件

○在宅医療・介護に関す
る相談窓口の設置

→ → → →

1,715千人 6,887千人

イ　総合相談体制の充実

・医療・介護専門

・医療介護連携が推進されるよう
に、意見交換会や研修を行うととも

・医療介護連携が推進されるよう
に、意見交換会や研修を行うととも

・新たな公共交通システム導入に
向けた調査研究

3,502
・予約制乗合タクシーの実証運行
（長狭地域）

1,909

・各公共交通機関
の年間利用者数
の合計

企画政策課 1,704千人 5,172千人

○地域の医療・介護専
門職の連携の促進

→ → → →

○市民への周知活動の
実施

→ → → →

○医療・福祉等に係る病
院や専門職等をつなぐ
利用者支援情報ネット
ワークの整備に関する
協議・調整の実施

→ → →
・安房地域包括ケ
ア連絡会の開催
回数

健康推進課
安房３市１町により広域連携を深
めるため地域連携セミナーを開催
※上記事業に含む

- 5回 15回
安房３市１町により広域連携を深
めるため地域連携セミナーを開催
※上記事業に含む

0 5回 20回

○緊急通報システムの
運用

→ → → →
・緊急通報システ
ムの設置数

福祉課
一部介護保
険特別会計

・ひとり暮らし高齢者等の緊急通報
システムの業務委託

9,658 170台 170台
・ひとり暮らし高齢者等の緊急通報
システムの業務委託

8,771 200台 200台

○訪問協力員等による
安否確認の実施

→ → → →
・当該事業による
安否確認の対象
者数

福祉課
・安否確認事業委託
※上記事業に含む

3158 810人 2,843人
・安否確認事業委託
※上記事業に含む

3,139 830 人 3,673人

○事業所等との見守り
ネットワーク協定の締結
による地域見守り体制の
強化

→ → → →

14,216 12回 48回
介護保険特
別会計

エ　ひとり暮らし高齢者等の支援

福祉課、

ウ　在宅医療・介護の連携の促進

・医療・介護専門
職による意見交換
会等の年間開催
回数

健康推進課
介護保険特
別会計

に、一般市民への普及啓発を実
施。また、鴨川市立国保病院　医
療介護連携支援室が医療と介護
の相談窓口として機能し、関係機
関と連携を推進した。

7,108 12回 36回
介護保険特
別会計

に、一般市民への普及啓発を実
施。また、鴨川市立国保病院　医
療介護連携支援室に医療ソーシャ
ルワーカーを配置するなど機能強
化を図る。

○災害時要援護者支援
台帳システムの運用

→ → → →

○避難行動要支援者名
簿の適正更新

→ → → →

・見守り協定を締結した事業所数 0 1事業所 15事業所オ　見守りネットワークの形成
・見守り協定を締
結した事業所数

福祉課、
健康推進課、
消防防災課

・見守り協定を締結した事業所数 0 1事業所 14事業所
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基本的な施策 事務事業・スケジュール

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 事業内容
事業費
（千円）

活動指標等
（平成29年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考 事業内容

事業費
（千円）

活動指標等
（平成30年度）

活動指標等
（平成27年度から

の累計）
備考

活動指標等 担当課等 備　考

平成29年実績 平成30年度計画

ア　公共施設等の総合的な管理
の推進

○公共施設等総合管理
計画の策定

○計画に基づく管理の
実施

→ →
・公共施設等総合
管理計画の策定

財政課

・計画に基づく管理の実施
※その他、水道局において、個別
施設計画に位置付けられる「地域
経営戦略」及び「水道ビジョン」を策
定

0 ―
・公共施設等総
合管理計画の策
定

・計画に基づく管理の実施 0 ―
・公共施設等総
合管理計画の策
定

○学校跡地等遊休施設
の活用方策の検討、決
定

→ → → →

・具体的な活用方策の検討
・旧大山小学校について、未利用
スペースを「里山オフィス」（有償の
貸しオフィス等）として整備
・旧小湊中学校について、小湊小
学校を含めた一帯で活用方策等を

⑤　ファシリティマネジメントの強化

２施設
（旧天津保育園、

（小湊地区における住民
協議会の開催）

→

○具体的な活用に向け
た事業等の実施

→ → → →

○空き家等の把握 →
○空き家等の活用の検
討及び推進

→ →

（基礎調査） （現地調査）

○危険な空き家等に対
する助言・指導等の実施

→ → →

○国保病院のあり方の
検討

○医療機器の整備 → → →

○新病院の建設
（基本設計）

（実施設計、建設工事） →

エ　市立国保病院のあり方の検
討

・病院のあり方検
討の結果に基づく
施設整備等

国保病院、
財政課、
健康推進課

病院事業会
計
（再掲）

0% 0%

※危険な空
家の通報件
数に対する
改善率27％

空家等対策計画策定 -

イ　学校跡地等遊休施設の活用

・学校跡地等遊休
施設（18施設）のう
ち活用方策等を定
めた施設数

財政課

再検討するため、小湊まちづくり会
議を開催（検討会議１回、100人会
議１回）
※その他、所管課において次の事
項を実施
・旧太海小学校等における不動産
登記業務、旧吉尾保育園における
不動産鑑定業務及び不動産登記
業務
・「みんなみの廃校プロジェクト」を
通じたアイデア募集等

1,948 ―

（旧天津保育園、
旧大山小学校）
※旧小湊中学校
について、活用方
策を再検討する

こととしたため、１
減とした。

・小湊まちづくり会議の開催
・具体的な活用方策の検討、実施

6,489

※危険な空
家の通報件
数に対する
改善率27％

0% 0%ウ　空き家対策の推進
・特定空き家の情
報受理件数に対
する改善率

都市建設課、
環境課、
消防防災課、
農林水産課

危険な空家等に対する指導等の
実施

-

２施設

４施設
（旧天津保育園、
旧大山小学校ほ

か２施設）
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